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令和２年度収支予算の概要 

 

令和２年度予算は、公益法人会計基準（２０年会計基準）に基づき作成しています。 

会計区分は、「公益目的事業会計」「収益事業等会計」「法人会計」の 3会計です。 

 

・「公益目的事業会計」は、定款に定められた次の５つの事業と共通経費からなっています。 

（１）「教育等看護の質の向上に関する事業」 

（２）「看護業務及び看護制度の開発・改善に関する事業」 

（３）「看護職の確保・定着及び労働環境の改善に関する事業」 

（４）「訪問看護等在宅療養の推進に関する事業」 

（５）「看護活動を通じての県民の健康及び福祉の増進に関する事業」 

（６）「公益目的事業共通経費」 

 

・「収益事業等会計」は、会員の福利厚生など共益的な事業の会計です。 

・「法人会計」は、本会の運営に必要な総会・理事会、施設維持管理等の管理業務のための会計 

です。 

 

１．予算規模と主な内容について 

 

   （１）経常収益の内訳（前年度の数値は、補正後の予算額） 

 

     公益目的事業会計 316,112,000 円（87.9％） 

     収益事業等会計   2,333,000 円（ 0.6％） 

     法人会計      41,259,000 円（11.5％） 

         計    359,704,000 円（前年度：359,782,000 円） 

 

・ 経常収益合計は、前年度に比べ 78,000 円の減となっています。 

 

・ 受取会費・入会金は、69,850,000 円で、9,300 人分（前年度 9,000 人）の会費と 950

人分（前年度 950 人）の入会金を見込んでおり、収益の 19.4%（前年度 18.8%）とな

っています。 

・ 事業収益のうち研修事業等収益 16,124,000 円は、主に生涯教育および、今年度はフ

ァーストレベル研修が開催されますが、前年度開催されたセカンドレベル研修が開催

されないこと等から 10,488,000 円の減となり、収益の 4.5%(前年度 7.4％)となって

います。 

・ 訪問看護事業等収益は、在宅ケアセンター「みのり」の保険診療収益等で前年度比
4,144,000 円増の 167,628,000 円を見込んでおり、収益の 46.6%(前年 45.4％)となっ

ています。 

・ 受取補助金等のうち滋賀県からの補助金は、訪問看護支援センター運営事業、新卒訪
問看護師定着支援事業および地域医療体制整備事業等の補助金で、訪問看護ステーシ

ョンへの補助金を含めて 28,590,000 円となり、収益の 7.9% (前年度 7.2％)となって
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います。 

 

・ 受取委託料のうち滋賀県からの委託料 60,832,000 円は、ナースセンター事業やリス

タートナース研修事業等、新たに専任教員養成講習会準備会開催の委託料であり、収

益の 16.9％（前年度 16.5％）となっています。 

 

 

   （２）経常費用の内訳（前年度の数値は、補正後の予算額） 

 

     公益目的事業会計 339,201,000円（91.0％） 

     収益事業等会計   2,333,000円（ 0.6％） 

     法人会計      31,159,000円（ 8.4％） 

         計    372,693,000円（前年度：362,376,000円） 

 

 

・ 経常費用合計は、前年度に比べ 10,317,000円の増となっています。 

・ 人件費は、常勤役員および正規、嘱託、パート職員の報酬および給与手当、賃金、 

法定福利費の合計で 233,373,000円となり、費用全体の 62.6％となっています。 

・ 減価償却費 18,099,000円は、本部および在宅ケアセンターみのりの建物や備品に 

係る減価償却費用です。 

・ 使用料及び賃借料 14,334,000円は、訪問用車両やパソコン、コピー機のリース料 

などです。 

・ 諸謝金 25,231,000円は、大部分が研修講師の謝金です。 

・ 支払負担金 12,682,000円の主な内容は、県内の訪問看護ステーションが新卒看護 

師を採用し、訪問看護師育成プログラムに基づいて人材育成・定着を支援し、その他、

訪問車両や機器整備等に対して支出する経費です。 

 

 

２．財務認定要件について 

 

令和２年度予算は、公益認定上求められる次の３要件に適合する内容となっています。 

 

（１）公益目的事業に係る収入が、その実施に要する費用を超えないと見込まれること 

     経常収益 316,112,000円 ＜ 経常費用 339,201,000円 

（２）公益目的事業比率が、事業全体の５０％以上になると見込まれること 

      公益目的事業費 339,201,000円／全体費用 372,693,000円＝91.0％ 

（３）遊休財産額（純資産のうち使途が定まらない財産の額）が、公益目的事業の額を超え 

ないと見込まれること 

       遊休財産額見込 170～180百万円＜公益目的事業費 339,201,000円 
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公益社団法人　滋賀県看護協会 （単位：円）
　　　　　　 科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産運用益 1,400,000 1,400,000 0

　　　　　 基本財産運用利息 1,400,000 1,400,000 0

        特定資産運用益 1,515,000 1,515,000 0

　　　　　 特定資産運用利息 1,515,000 1,515,000 0

　　　　受取会費・入会金 69,850,000 67,750,000 2,100,000

           受取会費 65,100,000 63,000,000 2,100,000

           受取入会金 4,750,000 4,750,000 0

　　　　事業収益 183,952,000 190,356,000 △ 6,404,000

       　  研修事業等収益 16,124,000 26,612,000 △ 10,488,000

       　  日本看護学会参加費収入　課税 0 0 0

       　  日本看護学会日看協負担金収入　不課税 0 0 0

　　　　　 訪問看護事業等収益 167,628,000 163,484,000 4,144,000

   　      貸館等収益 200,000 260,000 △ 60,000

        受取補助金等 36,813,000 33,939,000 2,874,000

           滋賀県受取補助金 28,590,000 25,730,000 2,860,000

           日本看護協会受取助成金 8,223,000 8,209,000 14,000

        受取委託料 63,879,000 62,487,000 1,392,000

           滋賀県委託料 60,832,000 59,466,000 1,366,000

           日本看護協会委託料 3,047,000 3,021,000 26,000

        雑収益 2,295,000 2,335,000 △ 40,000

           受取利息 1,192,000 1,192,000 0

           学生実習料収益 663,000 663,000 0

           日本看護学会出展企業席貸料 0 0 0

           雑収益 440,000 480,000 △ 40,000

      経常収益計 359,704,000 359,782,000 △ 78,000

    (2) 経常経費

　　　事  業 費 341,534,000 331,397,000 10,137,000

    役員報酬 13,356,000 13,402,000 △ 46,000

　　給与手当 127,399,000 131,642,000 △ 4,243,000

　　賃金 45,786,000 38,499,000 7,287,000

　　法定福利費 27,322,000 27,270,000 52,000

　　福利厚生費 1,150,000 1,090,000 60,000

　　役員退職給付費用 888,000 765,000 123,000

　　職員退職給付費用 6,316,000 4,984,000 1,332,000

　　旅費交通費 8,451,000 9,365,000 △ 914,000

　　会議費 957,000 1,005,000 △ 48,000

　　渉外費 83,000 102,000 △ 19,000

　　通信運搬費費 7,892,000 6,598,000 1,294,000

　　広告料 2,496,000 3,357,000 △ 861,000

　　減価償却費 15,132,000 14,841,000 291,000

　　消耗品費 5,205,000 3,897,000 1,308,000

　  消耗什器備品費 400,000 500,000 △ 100,000

　　修繕費 2,609,000 1,608,000 1,001,000

　　印刷製本費 9,057,000 9,994,000 △ 937,000

　　車両燃料費 1,220,000 1,136,000 84,000

　　光熱水費 2,559,000 2,559,000 0

　  使用料及賃借料 13,654,000 11,889,000 1,765,000

令和２年度収支予算書
令和２年４月1日から令和３年３月３１日まで
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　　　　　　 科　　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

　　保険料 1,530,000 1,430,000 100,000

　　諸謝金 24,231,000 24,373,000 △ 142,000

　　租税公課 5,300,000 5,420,000 △ 120,000

　　支払負担金 12,072,000 7,631,000 4,441,000

　　研修図書費 1,051,000 809,000 242,000

　　委託料 4,788,000 6,583,000 △ 1,795,000

　　支払手数料 455,000 457,000 △ 2,000

　　雑費 175,000 191,000 △ 16,000

　　　管  理  費 31,159,000 30,979,000 180,000

    役員報酬 8,202,000 8,226,000 △ 24,000

　　給与手当 8,836,000 9,038,000 △ 202,000

　　賃金 0 0 0

　　法定福利費 2,472,000 2,358,000 114,000

　　福利厚生費 300,000 300,000 0

　　役員退職給付費用 478,000 412,000 66,000

　　職員退職給付費用 639,000 627,000 12,000

　　旅費交通費 1,195,000 1,195,000 0

　　会議費 157,000 157,000 0

　　渉外費 120,000 120,000 0

　　通信運搬費 171,000 171,000 0

　　広告料 0 0 0

　　減価償却費 2,967,000 2,753,000 214,000

　　消耗品費 101,000 101,000 0

　  消耗什器備品費 24,000 24,000 0

　　修繕費 30,000 30,000 0

　　印刷製本費 600,000 600,000 0

　　車両燃料費 0 0 0

　　光熱水費 766,000 766,000 0

　  使用料及賃借料 680,000 680,000 0

　　保険料 38,000 38,000 0

　　諸謝金 1,000,000 1,000,000 0

　　租税公課 80,000 80,000 0

　　支払負担金 610,000 610,000 0

　　研修図書費 0 0 0

　　委託料 1,352,000 1,352,000 0

　　支払手数料 291,000 291,000 0

　　雑費 50,000 50,000 0

　　　経常費用計 372,693,000 362,376,000 10,317,000

    評価損益等調整前当期経常増減額

      評価損益等計

      当期経常増減額 △ 12,989,000 △ 2,594,000 △ 10,395,000

２．経常外増減の部

  (1) 経常外収益

      経常外収益計 0 0 0

  (2) 経常外費用

　　　　固定資産売却損 0 0 0

　　　　固定資産除却損 0 0 0

      経常外費用計 0 0 0

        当期経常外増減額 0 0 0

        当期一般正味財産増減額 △ 12,989,000 △ 2,069,000 △ 10,920,000

        　一般正味財産期首残高 756,334,068 753,584,905 2,749,163

        　一般正味財産期末残高 743,345,068 751,515,905 △ 8,170,837

Ⅱ　指定正味財産増減の部

          当期指定正味財産増減額

          指定正味財産期首残高 10,000,000 10,000,000 0

          指定正味財産期末残高 10,000,000 10,000,000 0

Ⅲ　正味財産期末残高 753,345,068 761,515,905 △ 8,170,837

※　内部取引が含まれる
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